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第２部　環境保全施策の展開

１　一般廃棄物
①　ごみ総排出量の状況
日常生活に伴って排出される生活系ごみ及び事

業系ごみの一般廃棄物の総排出量（災害廃棄物を
除く。）は、平成２０年度実績で８２０千ｔであり、前
年度比５．１％の減少となっています。

②　１人１日当たりのごみ排出量の推移
一般廃棄物の県民１人１日当たりのごみ排出量

（災害廃棄物を除く。）は、平成２０年度実績で９６０ｇ
であり、総排出量と同様の推移を示し、平成２０年
度は前年度比４．７％の減少となっています。

③　リサイクルの状況
平成２０年度に市町村等で処理した廃棄物のう

ち、分別収集、中間処理、集団資源回収などを合
わせたリサイクル量は２５５千ｔとなっています。
リサイクル率は２６．２％となり、リサイクルの原
料となる廃棄物の排出量が４％以上減少している
なかで、前年度より、２．２ポイント上昇しました。

④　最終処分の状況
平成２０年度に最終処分された一般廃棄物（災害

廃棄物を除く。）は１１０千ｔであり、対前年度比で
４．３％減少しており、総排出量に占める最終処分
率は１３．４％となっています。

２　産業廃棄物
①　産業廃棄物の発生・処理状況

平成２０年度における産業廃棄物の排出量は
１１，２６０千ｔであり、平成１９年度と概ね同量となり
ました。
また、リサイクル量は３，３１２千ｔ、リサイクル率

は２９．４％となり、前年度より０．５ポイント低下し
ています。　
一方、最終処分量は１５６千ｔ、最終処分率は

１．４％となり、前年度より０．５ポイント低下してい
ます。

第２章　資源循環型社会の形成

１　廃棄物・リサイクルの現状

▲図２−２−１−２　１人１日当たりのごみ排出量の推移

▲図２−２−１−３　リサイクル量・率の推移

※　事業者指導の結果、事業者による市町村を経由しな
い再生利用が進みつつあることから、平成１７年度より
このリサイクル量を含めて算定しています。

▲図２−２−１−４　最終処分量・率の推移

▲図２−２−１−１　ごみの総排出量の推移
※ごみ総排出量＝収集ごみ量＋直接搬入量＋自家処理量
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第２章　資源循環型社会の形成

 
②　小鶴沢処理場の埋立処分の状況

財団法人宮城県環境事業公社小鶴沢処理場の埋
立処分量については、昭和６１年度から景気の拡大
により急増し、平成２、３年度には４０万ｔを超え
ました。しかし、その後は、バブル経済の崩壊に
よる経済の低迷や企業の環境配慮経営への取組な
どにより減少傾向にあります。
平成２１年度の搬入量は５６，２３２ｔで、前年度より

９，８７０ｔ減少しています。これは、社会全体に３R
が浸透したことによるほか、他国の金融不安問題
の影響による景気の低迷や、資源循環型社会を構
築を目指した国の方針、各種リサイクル法の趣旨
に沿った事業への取り組みを企業が行っているこ
となどによるものと考えられます。
また、搬入廃棄物の種類は、ガラスくず・コン

クリートくず及び陶磁器くずが最も多く、次い
で、廃プラスチック類、無機性汚泥、燃え殻、が
れき類の順となっています。

▲図２−２−１−５　産業廃棄物の排出量の推移

▲図２−２−１−６　産業廃棄物のリサイクル量・率の推移

▲図２−２−１−７　産業廃棄物の最終処分量・率の推移

廃棄物対策課

▲図２−２−１−８　小鶴沢処理場年度別処分実績
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▲図２−２−１−９　小鶴沢処理場廃棄物搬入率（平成２１年度）
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第２部　環境保全施策の展開

１　地域からの資源循環型社会の形成促進
資源循環型社会を形成するためには、県民一人
一人が、資源循環型社会の意義及び必要性を理解
し、具体的な行動をとるとともに、県民、事業者、
行政等それぞれの主体が、個々の立場、区域等既
存の枠組みを超えた連携を進めていくことが求め
られています。
また、資源循環型社会を支える環境・リサイク

ル産業の振興、再生利用品市場の拡大及びリサイ
クルに関する法令の適正かつ円滑な運用も必要と
されています。
このようなことから、資源循環型社会の形成に

関する普及啓発及び環境教育の充実を始めとし
て、地域からの資源循環型社会の形成に向けた次
のような各種施策の展開を図りました。
①　循環型社会の形成に向けた普及啓発・環境教
育の充実

ア「みやぎ３Ｒシアター」の上演
県では、ごみ問題に関する基礎知識の普及と
理解促進のため、子ども達に楽しみながらごみ
減量化やリサイクルの重要性を学んでもらうこ
とを目的とした演劇を、平成８年度から県内の
小学校で上演しています。
平成２１年度は、３Ｒの必要性や廃棄物に関す

る問題の提起を行う内容の「Ｒさんの３つの約
束」を、県内の小学校等１９か所において上演し
ました。

②　各主体の連携の強化、広域的取組の推進
ア「宮城県３Ｒ推進連絡会議」の取組

平成４年度に県、市町村及び関係一部事務組
合で構成する「宮城県リサイクル推進連絡会議」
（平成１９年度に会議名称を「宮城県３Ｒ推進連絡
会議」に変更）を設置し、一般廃棄物の３Ｒに
関する施策や手法等の情報交換や連絡調整を
行ってきました。
平成２１年度は、３Ｒ推進市町村等支援事業

ワークショップで検討・研究した成果の発表や
一般廃棄物の３Ｒに関する事項１０題について意
見交換を行いました。

イ　地域別３Ｒ推進会議の開催
特に重点的に３Ｒ推進施策の取組を進める必
要のある地域（重点市町村）について、関係市
町村、事業者等を構成員とした地域別３Ｒ推進
会議を開催し、地域における３Ｒ推進施策形成

のための支援を行っています。
平成２１年度は大和町、大郷町、富谷町及び大

衡村を対象地域とした「くろかわ地域の３Ｒを
進める会」を開催しました。

ウ　エコフォーラムの構築・運営支援
地域や同業種の複数企業が、廃棄物等環境に

関連する課題に対して連携して取り組み、３Ｒ
等を進めていくための組織である「エコフォー
ラム」の立ち上げや運営の支援を行いました。
平成２１年度には、新たに食品製造業者による

エコフォーラムが設立され、平成２１年度末現在
で１５のエコフォーラムが活動しています。

エ　企業連携によるリサイクルシステムの構築支
援
廃棄物の流通事情や、再資源化にかかる技

術・採算性等の課題から、現状では再資源化さ
れていない廃棄物について、複数の企業が連携
し、効率的かつ継続的なリサイクルシステムの
構築を検討する際、その経費の一部を補助して
います。
平成２１年度はリサイクルシステムの構築を検

討した７団体に対して補助金を交付し、合計２０
事業者に対し支援しました。

オ　リサイクルエネルギー利活用の支援
マテリアルリサイクルに不向きな汚れや臭い

付き廃プラスチック等をエネルギーとして利用
する取組を促進するため、食品製造業者などを
対象に勉強会を開催して、資源の有効活用を図
るための取組を支援しました。
また、廃食用油を原料とするバイオディーゼ

ル燃料（ＢＤＦ）の品質向上と製造コストの削
減のため、ＢＤＦの製造事業者を対象とした勉
強会の開催や品質分析調査の実施のほか、宮城
交通（株）と連携しＢＤＦを使用した路線バス
４台の運行により、ＢＤＦ利活用の普及啓発を
行いました。

③　宮城県グリーン製品の認定
県内で製造された環境配慮製品や、県内で発生

した廃棄物等を再生利用した製品の普及拡大を図
るため、これらの製品を「宮城県グリーン製品」
として認定しています。
平成２１年度は、７社９製品を新規に認定したほ

か、１７社１７製品の認定を更新・再認定しました。
この結果、平成２２年４月１日現在の認定製品数は

２　資源循環型社会の形成を目指して講じた施策
資源循環推進課
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第２章　資源循環型社会の形成

４７社６８製品となります。
④　環境・リサイクル産業の育成及び振興
各種リサイクル法の整備や廃棄物の再生利用に

伴って必要となるリサイクル施設の立地など環
境・リサイクル関連産業の集積を図るため、環境・
リサイクル産業団地「みやぎエコファクトリー」
の整備を推進しています。
平成２１年度は、大郷エコファクトリー地内に新

設した１企業に対して奨励金を交付しました。平
成２１年度末現在で、県内６か所あるみやぎエコ
ファクトリー地内で１５事業所が操業しています。

⑤　リサイクルに関する法令の適切な運用
ア　容器包装リサイクル法への対応

家庭から排出されるごみの中で相当量を占め
る容器包装廃棄物について、廃棄物の減量と再
生資源の利用を推進するため、県内各市町村等
において容器包装リサイクル法（容器包装に係
る分別収集及び再商品化の促進等に関する法
律）に基づく分別収集を実施しています。県で
は、市町村等の分別収集の実施状況を取りまと
め、市町村等に対し情報提供等の必要な技術的
支援を行ないました。なお、平成２１年度の分別
収集の実施状況は次のとおりです。

▼表２−２−２−１　容器包装リサイクル法に基づく分別収集の状況

H２１年度H２０年度H１９年度H１８年度H１７年度H１６年度
容器の種類

達成率実績計画実績実績実績実績実績
８９．２%７，１３８８，００２７，２５７７，５３０７，８２３８，１１２８，２０２

無色のガラス
－－－３２７，２３０３３２，４１７３３９，０１９３４１，７４８３４６，６７１

９１．２%９，２１９１０，１０７９，５５９９，８８０９，２２４９，５４４９，８２８
茶色のガラス

－－－２８６，６２７２９０，５７０２９２，３２３２９３，８２５３０１，２６２
１０３．５%４，３４８４，２０１４，１５４４，１５７４，００８４，０２３４，０９９

その他のガラス
－－－１８１，０６０１８５，６４４１８１，３８５１７４，０８２１６６，０７６

８８．８%６，４４６７，２５９６，５７８６，８３６６，２１９５，８９７５，７８６
ペットボトル

－－－２８３，８６６２８３，４４１２６８，２６６２５１，９６２２３８，４６９
８０．０%５，１９５６，４９４５，２６８５，８９２６，８７０７，２２０７，６６８

スチール缶
－－－２４９，２９４２７５，３５３３０４，５７８３２９，５３５３６２，２０７

８６．４%３，６３２４，２０５３，６４０３，６６８３，７５０３，７９９３，７５３
アルミ缶

－－－１２４，００３１２６，３３４１３４，４５８１３９，５３５１３９，４７７
９８．１%３１０３１６３０３３１２３３７２４１２５６

飲料用紙製容器包装
－－－１５，０７０１６，５８６１５，９２１１６，３２０１５，８０７

４５．１%２，０６１４，５６６１，９１９１，９１３１，８２２１，２３２１，１３０
その他の紙製容器包装

－－－８３，８０４８２，９５７８１，８１５７１，０１２６９，１９７
８９．０%１６，９１６１９，０１６１６，６７９１７，１８２１７，５９９１７，９６０１７，８４７その他のプラスチック製

容器包装 －－－６７２，０６５６４３，１１４６０９，２１５５５８，９９７４７１，４８８
７１．４%３６５１２７２８１６２４２１うち　　　

白色トレイ －－－３，４７０３，９１７４，３２５４，５８１３，９３３
７３．６%１１，９０７１６，１７９１０，４３７１０，０８０１１，８５４６，７７９６，６８５

段ボール
－－－５５３，６１５５８３，１９５５８４，３１２５５４，８２０５４７，１４９

８３．６%６７，１７２８０，３４５６５，７９４６７，４４９６９，５０５６４，８０７６５，２５４
計

２，７７６，６３４２，８１９，６１１２，８１１，２９３２，７３１，８３６２，６５７，８３

（単位：トン）

上段＝宮城県の状況、下段＝全国の状況
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第２部　環境保全施策の展開

ウ　食品リサイクル法への対応

食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用
等の促進に関する法律）が平成１３年５月から施
行され、食品廃棄物の発生抑制と減量化を図る
とともに、飼料や肥料等へのリサイクルを促進
することとしています。
家畜飼料に使われる穀類のほとんどは輸入に

依存しており、飼料自給率が低い状況であり、
食品製造業者からでる食品残さ（食品循環資源）
を飼料として有効利用することで飼料自給率の
向上が期待できることから、食品循環資源の飼
料（エコフィード）製造・利用の支援に向けた
取組を実施しています。
平成２１年度は、県内の取組事例に対する指導

の他、研修会の実施やパンフレットの作成等を
行いました。

エ　建設リサイクル法への対応

建設リサイクル法（建設工事に係る資材の再
資源化等に関する法律）が平成14年5月から施行
され、一定要件に該当する建築物の解体等を行
う場合には、分別解体及び特定建設資材廃棄物
の再資源化が義務づけられています。
同法の遵守を徹底するため、５月と１０月に解

体工事現場等全国一斉パトロールを実施すると
ともに、広報用資料の配付等による普及啓発を
行いました。
また、同法第２１条に基づく解体工事業者の登

録者数は、平成２１年度末現在で１９４事業者と
なっています。

イ　家電リサイクル法への対応
家電リサイクル法（特定家庭用機器再商品化
法）が平成１３年４月から施行され、特定家庭用
機器廃棄物（テレビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコ
ンの４品目）についてリサイクル等の料金が課
せられています。

法施行以降は製造業者等による再商品化が進
んでいる一方で、平成２１年度の不法投棄台数は
２，２０９台となっています。
なお、県ではホームページ等により県民等に

対する広報を行い、制度の普及に努めています。

▲図２−２−２−１　家電不法投棄の状況

洗濯機(県内)
冷蔵庫(県内)
テレビ(県内)
エアコン(県内)
全国
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資源循環推進課・畜産課 資源循環推進課・事業管理課
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第２章　資源循環型社会の形成

オ　自動車リサイクル法への対応
自動車リサイクル法（使用済自動車の再資源
化等の促進に関する法律）が平成１４年７月に公
布され、段階的な施行を経て、平成１７年１月１
日から本格施行されています。

▼表２−２−２−２　平成２１年度建設リサイクル法に基づく分別解体に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表２−２−２−３　平成２１年度建設リサイクル法に基づく再資源化に係る助言・勧告・命令等の状況

▼表２−２−２−４　建設リサイクル法に基づく届出件数等

▼表２−２−２−５　使用済自動車及び解体自動車の引取状況

法第４３条
第1項に基づく
立入検査

法第４２条
第1項に基づく
報告の徴収

法第1５条に
基づく命令

法第1４条に
基づく勧告

法第1４条に
基づく助言

（件）（件）（件）（件）（件）
１０６０００４県(各土木事務所)
８０４０００市(特定行政庁)
１８６４００４合計

法第４３条
第１項に基づく
立入検査

法第４２条
第１項に基づく
報告の徴収

法第２０条に
基づく命令

法第１９条に
基づく勧告

法第１９条に
基づく助言

（件）（件）（件）（件）（件）
９２００００県(各保健所)
８１００００仙台市
１７３００００合計

法第１１条に基づく対象建設工事の通知件数法第１０条に基づく対象建設工事の届出件数

通知件数
合計

工事の種類

届出件数
合計

工事の種類

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

その他工作物
の解体工事・
新築工事

建築物の新築
工事、建築物
の修繕・模様

替え

建築物の
解体工事

（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）（件）
２，７５３ ２，５４３ ８９ １２１ ４，９２５ ６４０ ５０３ ３，７８２ 平成１７年度

宮城県
２，９３２ ２，７８４ ４３ １０５ ５，１７７ ７９５ ４４０ ３，９４２ 平成１８年度
２，７３３ ２，５８２ ６１ ９０ ４，７７１ ６３３ ３９９ ３，７３９ 平成１９年度
２，５７６ ２，３７８ ６９ １２９ ４，５８６ ７９７ ３０９ ３，４８０ 平成２０年度
２，７８３ ２，５６２ ９９ １２２ ４，１７５ ７３４ ２６２ ３，１７９ 平成２１年度

１１６，４６８ １０７，７８４ ３，４０５ ５，２９０ ２２８，４５５ ４９，５３１ １７，７６９ １６１，１５５ 全国（平成２１年度）

平成２１年度平成２０年度平成１９年度平成１８年度　　　　　　　　　年度
工程種別　　　　　　　

１０１,６６３１００,２８４１０９,７４３９６,０９０
引取工程

（７２,４７９）（７６,３７９）（８４,２５７）（６８,４３１）
３,９１８,４１５３,５８０,８８２３,７０８,９９６３,５７３,２１５全　国
８６,３１０７９,２９４８０,４６３６２,５０２

フロン類回収工程
（６６,３８６）（６３,９６８）（６３,５７５）（４４,０３２）
３,２２１,７７０２,７９８,４１８２,７９２,８０３２,６２１,２８０全　国
１０６,６１７１０２,４１０１１０,７７６９５,４１３

解体工程
（８４,１１７）（８４,０９５）（９０,８４５）（７２,３２５）
４,０７６,４２４３,７１６,７９１３,８６７,３４９３,７３８,８７７全　国
１９９,３６８１９３,４４５２０７,０３４１５６,０３２

破砕工程
（１７９,１５６）（１７０,７３９）（１７９,１７６）（１２０,２２７）
６,８４１,３９４６,１２９,７９７６,２９４,７４８５,８４８,３７０全　国

（単位：件）

※（   ）内は仙台市を除く宮城県の件数

県では、自動車リサイクル法の実効性を確保
するため、引取業者、フロン類回収業者、解体
業者及び破砕業者への立入検査を実施するとと
もに、ホームページ等において関連情報の提供
を行っています。
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第２部　環境保全施策の展開

カ　家庭用パソコンのリサイクルへの対応
資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促
進に関する法律）に基づき、メーカーと一般
ユーザーが協力しあって家庭のパソコンを再資
源化するパソコンリサイクル制度が平成１５年１０
月からスタートし、家庭用パソコンは、パソコ
ンメーカーが回収し、部品や材料をより有効に
再資源化しています。
県では、ホームページ等により県民に対する

広報を行い、家庭用パソコンリサイクル制度の
普及に努めています。

２　一般廃棄物の３Ｒの推進
本県の平成２０年度の１人１日当たりのごみ排出
量は９６０ｇと、近年、減少傾向にありますが、ごみ
の発生抑制は依然として喫緊の課題となっていま
す。また、本県におけるリサイクル率は全国平均
を上回っているものの、一層の再資源化の取組が
求められており、特に、生ごみ（厨芥類）、紙類及
び廃プラスチック類の占める割合が可燃ごみ中で
は高いことから、これらの発生抑制と再資源化が
大きな課題となっています。このようなことか
ら、一般廃棄物の３Ｒの一層の推進を図るため、
次の各種事業を実施しました。
①　市町村の取組に対する助成
市町村振興総合補助金の補助メニューに「ごみ

減量化・再資源化促進事業」を設け、市町村等が
行うごみの減量化・再使用及び再生利用の促進を
図るための事業に対して、財政的支援を行ってい
ます。
平成２１年度は、みやぎレジ袋使用削減取組協定

に伴う取組や分別マナーの向上等を行う９市町に
対し、当該補助金を交付しました。
②　マイバッグキャンペーンの実施
１０月の３Ｒ推進月間に、ホームページ等におい
て、買い物の際にマイバッグの持参を県民等へ呼
びかけるマイバッグキャンペーンを実施し、県民
に対し、ごみを減らす第一歩とするための普及啓
発を行いました。
③　レジ袋の使用削減に向けた取組の実施
廃棄物の３Ｒのうち，発生抑制の取組の１つと

して市町村等行政、小売業者、住民団体の３者が
協定を締結しレジ袋の使用削減の取組を協働して
行っています。この協定に基づき、県内のスー
パー等小売店舗５３９店舗で、レジ袋の無料配布中
止等の取組が行われ、平成２１年度は、県全体で

１３，８１９万枚のレジ袋が削減されました。
④　容器包装廃棄物の分別収集の実施支援
容器包装リサイクル法に基づく第５期分別収集

計画に基づいて、県内の分別収集の実施状況を取
りまとめ、各市町村に情報提供を行う等、分別収
集の着実な実施に向け必要な技術的支援を行いま
した。
⑤　市町村等の取組への支援
宮城県３Ｒ推進連絡会議の開催や３Ｒ推進市町

村等支援事業ワークショップの実施、普及啓発資
材の貸出し等を通じ、市町村等における一般廃棄
物の３Ｒの取組を支援しました。

３　産業廃棄物の３Ｒの推進
県内の産業廃棄物の排出量は年間１１，２６０千ｔ

（平成２０年度）であり、県内で排出される廃棄物全
体の９０％以上を占めていることから、循環型社会
の形成を進めていく上で産業廃棄物の３Ｒを推進
することが大変重要になっています。
このため、産業廃棄物の発生・排出抑制を優先

しながら、リサイクルの取組を進めることとし、
排出事業者や産業廃棄物処理業者に対し、次のよ
うな各種施策の展開を図りました。
①　産業廃棄物の３Ｒの推進に関する全般的な対策
ア　産業廃棄物税の活用

平成１７年度から施行した産業廃棄物税条例に
基づき、循環型社会の形成を目指し、「廃棄」か
ら「循環」へと経済的に誘導していくために産
業廃棄物の最終処分場への搬入重量に応じた課
税を行いこれを財源として、産業廃棄物の発生
抑制やリサイクル促進、適正処理を推進するた
めの各種事業を実施しました。

イ　３Ｒ促進のための機器整備や新技術の研究開
発への支援
資源の有効活用及び最終処分量の削減を目的

に、平成１７年度から、産業廃棄物の発生抑制、
再使用又は再生利用するための設備機器等を整
備する事業者、さらに、平成１９年度からは新た
に、技術的な課題により３Ｒが進まない産業廃
棄物の新技術の研究開発を目指す事業者等に対
して、その経費の一部を補助しています。
平成２１年度には、機器等整備に取り組む５事

業に対して補助金を交付したほか、新技術の研
究開発に取り組む１０事業を支援しました。

ウ　資源循環コーディネーター等による支援
県内企業の３Ｒ推進を支援する資源循環コー
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第２章　資源循環型社会の形成

ディネーターが、企業を訪問し、廃棄物の処理
をはじめとした環境に関する課題やニーズを把
握しながら、その企業の工程改善への助言、環
境負荷低減につながる技術やノウハウなど環境
関連情報の提供や専門家とのコーディネートな
どを行い、企業の環境に配慮した事業活動を支
援しています。平成２１年度には延べ約４５０件の
企業を訪問しました。
また、３Ｒ推進のための課題解決に取り組ん

でいる事業者に対して、専門的な知識や経験を
有する専門家を派遣し、その課題解決に向けて
指導・助言を行いました。平成２１年度には６社
支援しました。

エ　関係事業者間の交流
地域における３Ｒ推進のための企業連携組織
であるエコフォーラムの幹事企業やエコファク
トリーに立地する企業の連絡会を開催し、意見
交換等による情報共有の場を設営するなどし
て、３Ｒの推進を図りました。

②　建設副産物対策
国土交通省の平成２０年度の建設副産物実態調査

によれば、本県における平成２０年度の建設工事に
伴う建設副産物の発生量（現場外排出量）及び再
利用率は下表のとおりです。本県では、アスファ
ルト・コンクリート塊及びコンクリート塊はリサ

イクルが進んでおり高い再利用率を維持していま
す。
また、建設発生木材、建設汚泥、建設混合廃棄

物についても再利用率が上昇しており、リサイク
ルが着実に進んでいます。
なお、発生量については、建設発生土が２６１万

㎥、それ以外の建設副産物が１１９万ｔとなってお
り、平成１７年度の建設副産物実態調査と比較して
減っています。
本県では、建設副産物の発生の抑制、再利用の

促進及び適正処理の徹底を基本方針とした建設副
産物対策を総合的に進めるために、国土交通省に
よる「建設副産物実態調査」に合わせて本県の実
態調査を実施し、搬出量、リサイクル率、処理・
処分状況を分析、建設副産物の現況把握に努めて
います。
また、建設副産物の再利用率の向上のため、技

術基準等の整備を進めるとともに、宮城県グリー
ン製品調達事業等を実施しリサイクル製品の利用
に努めています。
さらに、平成１７年度から導入した建設副産物・

建設発生土情報交換システムにより、建設副産物
の実態を把握するための調査や建設発生土の需給
調整をより効果的に行うなど、本県における建設
副産物のリサイクルを一層推進していきます。

事業管理課

▼表２−２−２−６　平成２０年度建設副産物実態調査結果

全国再利用率
宮　　城　　県

再　利　用　率発　　生　　量
 ２６１〈３５７〉（６１６）万㎥建設発生土

９４〈９２〉（９２）％９６〈９４〉（９４）％１１９〈１４６〉（１７６）万ｔ建設発生土以外の建設副産物
９８〈９９〉（９９）％９９〈９９〉（９９）％３９〈　５５〉（　８７）万ｔアスファルト・コンクリート塊
９７〈９８〉（９８）％９８〈９９〉（９８）％５７〈　６３〉（　６４）万ｔコンクリート塊
８０〈６８〉（６１）％８１〈６６〉（４０）％１２〈　１０〉（　１０）万ｔ建設発生木材
８５〈７５〉（６９）％８８〈８８〉（６１）％６〈　７〉（　１１）万ｔ建設汚泥
－〈－〉（３６）％－〈－〉（２９）％３〈　５〉（　４）万ｔ建設混合廃棄物

２〈　６〉（　－）万ｔその他（廃プラスチック類など）

（注）１　＜　＞内は平成１７年度、（　）内は平成１４年度の建設副産物実態調査結果

③　下水汚泥対策
下水の処理過程で発生する下水汚泥は、県全体

で１５．５万ｔ（脱水汚泥換算）に達しました。平成
１１年度には１５．４万でしたが、その後若干の増減を
繰り返して現在の量になっています。
下水汚泥は、以前はそのほとんどを埋立処分し

ていましたが、平成９年度から本格稼働した仙台

市南蒲生スラッジセンター及び宮城県仙塩浄化セ
ンターの汚泥焼却施設で処理することで減量化し
ています。また、平成１５年度には、（財）宮城県環
境事業公社小鶴沢処理場への搬入量は６．４万ｔあ
りましたが、下水汚泥の埋立停止への方針転換に
より、平成２０年度より埋立処分をしておりませ
ん。その分については平成１６年度より民間企業へ

下水道課
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の処理委託によるセメント原料化を開始しました
が、その後さらに処理委託量を拡大しているとこ
ろです。
今後、下水道の普及に伴い下水汚泥の発生量は

増加が見込まれますが、環境への負荷を低減する
循環型社会を実現するためには、下水汚泥の減量
化や有効利用の一層の推進が不可欠です。特に脱
水汚泥の成分は大部分が水分と有機物であるた
め、乾燥や焼却による減量化やセメント原料化の
一層の推進を図るとともに、有機成分の炭化・乾
燥等による燃料化やコンポスト（肥料）化による
緑農地利用、また無機成分（焼却灰）の焼成・溶
融等による建設資材等への再利用を図る必要があ
ります。
県では、流域下水道から発生する下水汚泥の一

部を燃料化（造粒乾燥化）し、近隣の製紙工場に
おけるボイラーの燃料として有償使用することに
ついて合意に至ったことから、平成１９年度より燃
料化施設の建設に着手し、平成２１年度より供用を
開始しております。
また、県内全市町村が下水道事業を実施してい

ることから、下水汚泥の効率的な処理と、複数の
自治体が共同して下水汚泥処理施設を整備する等
の広域的な取組が必要となっております。このよ
うな状況から県では、市町村と連携して以下の対
応を行うことにより将来にわたる下水汚泥の安定
処理・処分を図ることにしています。
ア　下水汚泥の焼却処理による減量化
イ　下水汚泥のセメント原料化等有効利用の推進
ウ　下水汚泥燃料化施設整備によるバイオマスエ
ネルギー利用の推進

エ　下水汚泥焼却灰の建設資材化等有効利用の推
進

オ　広域汚泥処理の推進
④　家畜排せつ物対策
畜産経営に起因する環境汚染の防止と畜産経営

の健全な発展を図ることを目的に、畜産環境整備
リース事業において家畜排せつ物処理施設３３６件
（平成１１年度からの累計）への貸付を行っています。
⑤　農業用廃プラスチック対策
農業用プラスチックは、ハウスの被覆やトンネ

ル・マルチ等多様な生産場面で利用され、生産資
材として定着しています。平成２１年（平成２０年７
月～２１年６月間）の排出量は８７５ｔ（前年対比４６％）
であり、種類別にみると、塩化ビニルフィルムが
２５６ｔ（同３４％）で、全排出量の２９％を占め、同

様にポリエチレン、農ＰＯ等フィルムが５３４ｔ（同
６７％）で６１％を占めています。
県では、「宮城県農業用廃プラスチック適正処

理基本方針」を平成１１年度に策定し、農業者にお
ける排出者責任の認識を一層定着させるととも
に、関係機関が一体となった地域ぐるみの回収体
制の整備、また、関係法令に則した回収処理シス
テムの確立と再生処理を基本とした誘導を図って
きました。
平成１３年２月には「宮城県農業用廃プラスチッ

ク適正処理推進協議会」を設立し、分別回収の徹
底、廃プラ排出抑制への取組とリサイクル品の積
極的な活用などの再生処理を主体とした適正処理
に関する啓発活動及び情報提供を行っており、回
収組織である地域適正処理協議会については、県
内全市町村で設置され、平成２２年３月現在、１４協
議会で活動を展開しています。
回収量に対する再生処理量はほぼ１００％となり、

塩化ビニールについては再生原料として、また、
ポリ系プラスチックについては、セメント生成時
における焼成剤、再生原料、発電原料などとして
の利用がなされています。

４　廃棄物の適正な処理の推進

廃棄物の適正な処理の推進のため、一般棄物処
理施設の計画的な整備、災害廃棄物の対応、産業
廃棄物処理業者及び処理施設維持管理に対する指
導の強化、特別管理産廃棄物の適正な処理の推
進、不法投棄及び適正処理の根絶、産業廃棄物の
処理施設の保等の施策を展開しています。
①　一般廃棄物処理施設の計画的な整備
ア　一般廃棄物処理施設の整備状況

市町村及び一部事務組合は、一般廃棄物理基
本計画を策定の上、計画的な施設整備を進めて
おり、ごみ処理広域化計画及び循環型社会形成
推進地域計画に基づき施設整備が行われていま
す。
平成２１年度末現在、ごみ焼却施設１９か所、し

尿処理施設１８か所、粗大ごみ処理施設１３か所、
埋立処分地施設３０か所の一廃棄物処理施設が稼
働しています。
ごみ焼却施設は、ごみの総排出量の減少ごみ

の質的変化、施設の老朽化に伴う処理力の低下
などの状況を踏まえながら、施設統廃合や更新
が必要となってきています。

農産園芸環境課

廃棄物対策課

畜産課
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イ　ごみ処理広域化計画
煙計画策定の趣旨
ごみの減量化やリサイクルの推進、ダイオ

キシン類の排出削減等、現在のごみ処理に課
された問題に的確に対応し、総合的かつ効率
的なごみ処理を進めるためには、市町村や一
部事務組合の広域的連携を一層推進させる必
要があることから、平成１１年３月に「ごみ処
理広域化計画」を策定しました。
本計画は、広域処理を行う際の「広域ブ

ロック」の設定や各ブロックの施設整備計画、
過渡期におけるごみ処理方法、ダイオキシン
類排出の将来推計等、本県の新たなごみ処理
体制を整備する上での指針となるものです。
煙計画期間
・平成１１年度から１０か年間（さらに１０年程度
先までを視野に入れています。）

煙広域化の基本方向
・ごみの減量化と資源化・リサイクルの推進
・ダイオキシン類の排出削減
・焼却残さの高度処理と有効利用の推進
・最終処分場の確保
・ごみ処理コストの縮減
煙広域化の推進
本計画に基づく広域化を推進するため、各

ブロック毎に、当該構成市町村等による「ブ
ロックごみ処理広域化推進協議会」を組織し、
計画の具体化を図っています。
県は、計画の円滑な推進のため、ブロック

間の調整、技術的助言など必要な支援を行っ
ています。
なお、実質的な計画期間が平成２０年度末を

もって完了しましたが、当計画は適正な廃棄
物処理体制の整備を進める上で指針となるも

のですので、引き続きごみ処理広域化の推進
を継続することとしています。

ウ　循環型社会形成推進交付金による整備
県は、市町村に対し、循環型社会形成推進交

付金制度（平成１７年度創設）を有効に活用し計
画的な施設整備を進められるよう支援を行って
います。
当制度活用に当たっては、計画対象地域（人

口５万人以上又は面積４００k㎡以上）の市町村又
は一部事務組合等が、国及び県とともに廃棄物
の３Ｒを広域的かつ総合的に推進するための
「循環型社会形成推進地域計画」（概ね５か年計
画）を構想段階から協働して、策定することと
なっています。

②　災害廃棄物への対応
市町村は、地震や洪水などで建築物が倒壊した

り、焼失するなどして発生したがれき類、木くず、
コンクリート魂等の災害廃棄物を適正に処理する
責務があることから、県は、市町村に対し、災害
廃棄物の適正な処理に関する計画策定の支援を行
うこととしています。
また、災害廃棄物が発生した場合は、災害等廃

棄物処理事業費国庫補助制度を有効に活用し、迅
速かつ適正に復旧事業が推進できるよう指導助言
を行うこととしています。
なお、大規模災害が発生した場合は、被災市町

村のみでは対応が困難になることが予想されるた
め、県は、廃棄物関連の業界団体などと災害時の

▲図２−２−２−３　広域ブロック区割図
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▲図２−２−２−２　ごみ焼却施設の推移
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応援協定を順次締結し大規模災害に備えるととも
に、災害発生時には、必要に応じて市町村や関係
団体等と連携しながら広域的な支援態勢の調整を
行うこととしています。
煙協定団体名　※（　）内は協定締結年月
・宮城県解体工事業協同組合（Ｈ１１．３）
・宮城県環境整備事業協同組合（Ｈ１８．１１）
・公益社団法人宮城県生活環境事業協会
　（Ｈ１９．５）
・社団法人宮城県産業廃棄物協会（Ｈ２０．１０）

③　産業廃棄物処理業者及び処理施設の維持管理
等に対する指導強化
産業廃棄物処理業者、処理施設（中間処理施設

及び最終処分場）に関する地域住民等の信頼を確
保するため、各事業者に対して厳格かつ適切な指
導を行うとともに、必要な情報の提供及び研修会
を開催することにより、産業廃棄物の適正処理に
関する技術及び知識の普及を図っています。
全処理業者を対象にした廃棄物処理法習熟のた

めの説明会を開催しているほか、中間処理施設に
関しては、年度ごとに重点立入検査対象業種を定
め、計画的・重点的に立入検査を実施しています。
また、これ以外の施設についても、必要に応じ

て、立入検査等必要な指導を行っています。
最終処分場については、従来の浸透水や放流水

等の水質検査に加え、残余容量測量が義務化され
たことに伴い、適正な把握や管理がなされている
か等、必要に応じて確認をするほか、埋立処分を
終了する施設については、廃止に向けた適切な維
持管理体制に移行させるなど指導の徹底を図って
います。
国が定めた優良性の判断に係る評価基準への適

合については、産業廃棄物収集運搬業１３件（うち
プレ認定１件）、特別管理産業廃棄物収集運搬業
６件、産業廃棄物処分業４件、特別管理産業廃棄
物処分業１件（平成２２年３月末現在）の適合状況
を確認し、県のホームページで公開しました。
なお本県では，「プレ認定」として，許可申請時

に関わらず，県独自に評価基準適合性の審査を随
時受付けて審査を行っています。
④　特別管理産業廃棄物等の適正な処理の推進
廃棄物処理法では、「爆発性、毒性、感染性その

他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるお
それがある性状を有する廃棄物」を特別管理廃棄
物として規定し、必要な処理基準を設け、通常の
廃棄物よりも厳しい規制を行っています。

このため、廃棄物処理法のほか各特別法に基づ
き、排出事業者、処分業者等に対し指導及び啓発
活動を実施し、感染性廃棄物、廃石綿（飛散性ア
スベストに限る）、ポリ塩化ビフェニル廃棄物等
特別管理廃棄物の適正な処理を徹底しています。
特に、ＰＣＢ廃棄物については平成２０年７月か

ら本県に保管されているものの処理が開始されま
したが、処理期限が決まっている（平成２７年３月）
ことから、参加する「北海道ＰＣＢ廃棄物処理事
業」の各種基準を周知・遵守させながら期間内に
おける適正処理が図られるよう指導を行っていま
す。
⑤　不法投棄及び不適正処理の根絶
ア　現状

廃棄物の不法投棄や不適正処理は、自然環境
や地域の景観を損なうだけでなく、悪臭・地下
水汚染などの発生により県民の健康や暮らしに
様々な影響を及ぼしかねない問題です。
本県においても、一般廃棄物を中心に、廃棄

物の不法投棄は依然として後を絶たず、引き続
き、対策を講じていく必要があります。
なお、産業廃棄物の１０トン以上の大規模な不

法投棄事案については、平成１５年度をピークに
件数、投棄量とも減少傾向にありますが、平成
２１年度は大規模不法投棄事案が発生したことか
ら、投棄量が増加しています。

イ　不法投棄等対策の概要
煙啓発活動
毎年９月を不法投棄防止強化月間と定め、

新聞、パンフレット、広報誌等による啓発活
動等を実施しているほか、年間を通じ、ラジ
オ放送による不法投棄防止の呼びかけを行う
など各種媒体を活用して、廃棄物の適正処理

▲図２−２−２−４　県内の産業廃棄物の不法投棄の推移
※１件あたり１０t以上の事案について計上
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に向けた啓発を推進するとともに、事業者や
排出事業者向けの講習会を実施しています。

煙事業者の指導の徹底
処理業者が法を遵守し適正な処理業務を行

うよう、立入検査等による指導を徹底してい
ます。
煙違反行為の早期発見、早期対応
産業廃棄物適正処理監視指導員（産廃Ｇメ

ン）を県内各保健所に配置し、不法投棄や不
法焼却等の監視パトロール等を行っているほ
か、「産廃ガードマン」を配置し、早朝、夜間、
休日に重点を置いた定点監視体制を確保する
とともに、航空撮影による上空からの監視強
化により、不法投棄等の早期発見に努めてい
ます。
また、市町村職員に対する産業廃棄物処理

施設等への立入検査権限の付与（県職員の併
任発令）により、市町村との協働体制の強化
を図るとともに、監視が手薄となりがちな県
境地域における不法投棄を未然に防止するた
め、北海道・東北各県連携による合同スカイ
パトロールや県境を接する隣県との県境合同
パトロールを実施しているほか、各種団体等
との間で「不法投棄の情報提供に関する協定」
を締結することにより、地域での不法投棄監
視ネットワークの構築を目指しています。
さらに、把握した事案については、早期の

適切な対応により、事態の悪化を防止すると
ともに、改善に向けた指導を行っています。

煙違法行為に対する厳格な対応
悪質な行為に対しては、警察等捜査機関と

連携し、厳正な行政処分や告発を実施してい
ます。行政処分については、記者発表やイン
ターネットのホームページへの掲載により処
分内容等の公表を行っています。
煙違反行為がなされない廃棄物処理システムの
構築
現状においては、安い業者に廃棄物が流れ

て結果的に不法投棄等につながるという構図
がありますが、このような構図を廃し、優良
な事業者が市場で評価される仕組みの構築を
図る施策として、平成１９年度から情報公開及
び環境負荷低減等に積極的な取組を行ってい
る処理業者と産業廃棄物の適正処理推進に関
する協定を締結する事業を開始しています。
（平成２１年度締結事業者数：産業廃棄物処分業
者１４社、産業廃棄物収集運搬業者１６社）

⑥　産業廃棄物の処理施設の確保
処理施設設置に当たっては「産業廃棄物の処理

の適正化等に関する条例」及び「産業廃棄物処理
施設等の設置及び維持管理に関する指導要綱」に
基づき、地域住民等の意向を反映した適正な設置
について指導しているところであり、今後とも、
県民の理解を得ながら産業廃棄物処理施設の整備
促進に努めることとしています。また、産業廃棄
物の３Ｒを推進しても、なお必要となる最終処分
場の整備については県の関与の在り方を検討する
こととしています。

▼表２−２−２−７　産業廃棄物処理業許可状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２２年３月３１日現在）

合　　計中間処分
最終処分最終処分中間処分収集運搬種類

区分
２，７０８３１２２０２，４８４産業廃棄物

宮城県 ３４１０１９３３１特別管理産業廃棄物
３，０４９３２２２９２，８１５（宮城県）合計
１，８４１１３８７１，７５０産業廃棄物

仙台市 ２７９０１６２７２特別管理産業廃棄物
２，１２０１４９３２，０２２（仙台市）合計
４，５４９４４３０７４，２３４産業廃棄物

合計 ６２００２１５６０３特別管理産業廃棄物
５，１６９４６３２２４，８３７合計
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▼表２−２−２−８　産業廃棄物処理施設設置状況 （平成２２年３月３１日現在）

合　　　計仙　台　市宮　城　県種　　　　　類
５７１８３９汚泥の脱水施設１
４０４汚泥の乾燥施設２
９２７汚泥の焼却施設３
６３３廃油の油水分離施設４
４３１廃油の焼却施設５
１１０廃酸・廃アルカリの中和施設６
４０９３１廃プラ類の破砕施設７
１２３９廃プラ類の焼却施設８
１８５５１１３４木くず又はがれき類の破砕施設９
０００有害汚泥のコンクリート固形化施設１０
０００水銀汚泥のばい焼施設１１
０００シアン化合物の分解施設１２
１１１１０その他の焼却施設１３
３１１１１０２０１施行令第７条に規定していない施設１４
６４０２０１４３９合　　　　　計

（注１）上記１～１３の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設
（注２）上記９「木くず又はがれき類の破砕施設」：平成１２年政令改正（平成１２年１１月２９日政令第４９３号附則第２条）に伴う許可みなし施設を含む。
（注３）上記１３「その他の焼却施設」：上記３，５，８に該当しない焼却施設（木くず，紙くず，繊維くず，ゴムくず等の焼却施設）
（注４）上記１４の施設：廃棄物処理法施行令第７条に規定する施設に該当しない施設（処理能力，種類等）

＜最終処分場＞ （平成２２年３月３１日現在）

計安定型管理型遮断型　　　　種類
管理者　　　

１９１３６０宮　城　県
７３４０仙　台　市
２６１６１００合　　　計


